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1. 2025年3月期第1四半期の連結業績(2024年4月1日～2024年6月30日)

(1) 連結経営成績(累計) (％表示は、 対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年3月期第1四半期 820,592 △8.6 85,867 △45.4 124,925 △48.6 99,537 △50.7

2024年3月期第1四半期 897,604 17.2 157,186 278.9 242,941 654.1 202,050 883.5

(注) 包括利益 2025年3月期第1四半期 220,556百万円(△23.0％) 2024年3月期第1四半期 286,263百万円( 111.0％)

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2025年3月期第1四半期 131.65 131.64

2024年3月期第1四半期 267.21 267.21

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2025年3月期第1四半期 7,246,227 2,890,580 38.4

2024年3月期 7,108,617 2,695,071 36.4

(参考) 自己資本 2025年3月期第1四半期 2,781,739百万円 2024年3月期 2,585,452百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年3月期 ― 25.00 ― 30.00 55.00

2025年3月期 ―

2025年3月期(予想) 30.00 ― 30.00 60.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2025年3月期の連結業績予想(2024年4月1日～2025年3月31日)
(％表示は、 対前期増減率)

売上高 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 3,600,000 △0.3 215,000 △57.8 170,000 △57.8 224.84

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ― 社（社名） 、 除外 ― 社（社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数(普通株式)
① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 2025年3月期1Q 758,000,000株 2024年3月期 758,000,000株

② 期末自己株式数 2025年3月期1Q 1,899,988株 2024年3月期 1,890,947株

③ 期中平均株式数(四半期累計) 2025年3月期1Q 756,102,609株 2024年3月期1Q 756,137,048株
(注)当社及び当社の子会社である中部電力ミライズ株式会社は、 業績連動型株式報酬制度「株式給付信託(BBT)」を導入しており、 期末自己株式

数には、 「株式給付信託(BBT)」に係る信託口が保有する当社株式(2025年3月期1Q 386,800株、 2024年3月期 386,800株)が含まれておりま
す。また、 当該信託口が保有する当社株式を、 期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。(2025年3月期1Q 386,800
株、 2024年3月期1Q 386,800株)

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 無

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、 その他特記事項
１．業績予想に関する事項につきましては、 決算補足説明資料「2024年度第1四半期 決算説明資料」のスライド番号10、 11「2024年度 業績見通しの

概要」をご覧ください。
２．上記の予想は、 本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮

定を前提としております。
実際の業績は、 今後様々な要因によって大きく異なる結果となる場合があります。

３．決算補足説明資料「2024年度第1四半期 決算説明資料」はTDnetで同日開示しております。
４．レビュー完了後にレビュー報告書を添付した四半期決算短信を2024年8月9日に開示することを予定しております。

その際には、 本日開示していない「四半期連結貸借対照表関係」、 「四半期連結損益計算書関係」、 「四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係」、
「セグメント情報等」等を開示することを予定しております。
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１．経営成績等の概況

経営成績等の状況に関する事項につきましては，決算補足説明資料「2024年度第１四半期 決算説明資料」をご覧くだ

さい。

決算補足説明資料「2024年度第１四半期 決算補足説明資料」はTDnetで同日開示しております。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部

固定資産 5,818,743 5,967,278

電気事業固定資産 2,386,877 2,336,898

水力発電設備 283,271 281,151

原子力発電設備 130,024 86,015

送電設備 558,015 554,926

変電設備 435,289 433,082

配電設備 801,676 803,483

業務設備 155,508 155,584

その他の電気事業固定資産 23,091 22,655

その他の固定資産 487,425 504,694

固定資産仮勘定 464,394 469,028

建設仮勘定及び除却仮勘定 391,285 395,919

使用済燃料再処理関連加工仮勘定 73,109 73,109

核燃料 198,743 199,120

装荷核燃料 40,040 40,040

加工中等核燃料 158,702 159,080

投資その他の資産 2,281,302 2,457,537

長期投資 308,758 312,211

関係会社長期投資 1,785,977 1,956,763

退職給付に係る資産 7,651 8,365

繰延税金資産 153,725 149,019

その他 30,595 36,593

貸倒引当金（貸方） △5,406 △5,416

流動資産 1,289,873 1,278,949

現金及び預金 390,806 310,864

受取手形、売掛金及び契約資産 353,997 364,164

棚卸資産 270,501 274,229

その他 275,792 332,971

貸倒引当金（貸方） △1,223 △3,280

合計 7,108,617 7,246,227
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

負債及び純資産の部

固定負債 3,115,679 3,114,418

社債 728,039 761,039

長期借入金 1,750,583 1,768,190

未払廃炉拠出金 － 232,745

原子力発電所運転終了関連損失引当金 4,276 4,276

退職給付に係る負債 125,769 125,589

その他 507,010 222,577

流動負債 1,296,356 1,239,359

1年以内に期限到来の固定負債 282,510 315,495

短期借入金 319,534 321,560

支払手形及び買掛金 271,297 261,133

未払税金 90,587 46,555

その他 332,427 294,614

特別法上の引当金 1,509 1,868

渇水準備引当金 1,509 1,868

負債合計 4,413,545 4,355,646

株主資本 2,256,939 2,333,774

資本金 430,777 430,777

資本剰余金 70,522 70,541

利益剰余金 1,758,430 1,835,263

自己株式 △2,790 △2,807

その他の包括利益累計額 328,512 447,965

その他有価証券評価差額金 21,330 17,761

繰延ヘッジ損益 80,509 125,049

為替換算調整勘定 228,657 306,677

退職給付に係る調整累計額 △1,984 △1,521

新株予約権 0 0

非支配株主持分 109,618 108,840

純資産合計 2,695,071 2,890,580

合計 7,108,617 7,246,227
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

営業収益 897,604 820,592

電気事業営業収益 749,013 674,479

その他事業営業収益 148,591 146,112

営業費用 740,418 734,724

電気事業営業費用 603,165 597,954

その他事業営業費用 137,253 136,769

営業利益 157,186 85,867

営業外収益 93,779 46,708

受取配当金 771 573

受取利息 12 67

持分法による投資利益 90,655 40,989

その他 2,339 5,078

営業外費用 8,024 7,650

支払利息 5,143 5,891

その他 2,881 1,759

四半期経常収益合計 991,383 867,301

四半期経常費用合計 748,442 742,375

経常利益 242,941 124,925

渇水準備金引当又は取崩し 283 359

渇水準備金引当 283 359

特別利益 6,300 －

有価証券売却益 6,300 －

税金等調整前四半期純利益 248,958 124,566

法人税等 45,362 23,413

四半期純利益 203,595 101,152

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,544 1,614

親会社株主に帰属する四半期純利益 202,050 99,537
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

四半期純利益 203,595 101,152

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,782 △250

繰延ヘッジ損益 3,319 2,988

為替換算調整勘定 833 2,006

退職給付に係る調整額 920 1,180

持分法適用会社に対する持分相当額 79,376 113,478

その他の包括利益合計 82,668 119,403

四半期包括利益 286,263 220,556

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 283,907 218,990

非支配株主に係る四半期包括利益 2,356 1,565



中部電力㈱（9502）2025年3月期 第1四半期決算短信

- 7 -

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項なし

(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記)

該当事項なし

(四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用)

税金費用の計算

税金費用については，当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り，税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

ただし，当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には，法定実効税率

を使用する方法による。


